
発議第 １８ 号 

 

 

精神障がい者にも運賃・通行料割引制度を求める意見書について 

上記の議案を別紙のとおり、流山市議会会議規則第１４条第１項の規定

により提出します。 

平成２７年１０月６日提出 

         提出者 

流山市議会議員 近藤 美保 

 

 

 

賛成者 

流山市議会議員 大塚 洋一 

〃    石原 修治 

〃    中川 弘 

 

 

 

 

  



精神障がい者にも運賃・通行料割引制度を求める意見書 

 

憲法第１４条は「法の下の平等」を謳っており、障害者の権利に関する

条約第４条でも「障害者に対する差別となる既存の法律、規則、慣習及び

慣行を修正し、又は廃止するための全ての適当な措置（立法を含む。）を

とること。」当局はもとより関係機関がこの条約に従って行動することを

確保することと明記されている。  
 しかしながら、バス事業者を除く鉄道、タクシー、航空事業者や有料道

路においては、身体、知的障がい者のみが運賃・通行料の割引対象となっ

ており、精神障がい者は未だにその適用対象とはなっていない。そこで、

全国精神障害者家族会連合会では、長年の大きな課題であった交通運賃割

引 の 実 現 に 向 け て 、本 人 及 び 家 族 に ア ン ケ ー ト 調 査 を 実 施 し 、集 約 数

４，８１８人から回答があった。  
 その結果、通院やデイケア、地域活動支援センター利用及び福祉的就労

な ど 日 常 生 活 に 係 わ る 交 通 費 の 負 担 が 軽 く な る よ う 交 通 運 賃 割 引 制 度の

導入を希望するが全体の５７．６％、交通運賃割引など福祉制度の対象か

ら精神障がい者を除外するような差別をなくしてほしいが６５．３％を占

めており、いずれも交通運賃割引を実施してほしいとのアンケート結果で

あり、病気や障がいがあっても一人の人間として、社会の中で暮らしてい

きたいとの本人や家族の痛切な願いである。  
 よって、障害者総合支援法の趣旨を踏まえて、何としても精神障がい者

にも、身体、知的障がい者同様に運賃・通行料割引制度を実現し、障害者

の権利に関する条約を確実に遵守するよう強く要望する。  
以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。  

 
 平 成２ ７ 年 １ ０ 月 ６日   
 
 衆 議院 議 長   大 島 理 森  様  
参 議 院議 長   山 崎  正 昭  様  
内 閣 総理 大 臣  安 倍  晋 三  様  
総 務 大臣    高 市  早 苗  様  

 厚 生労 働 大 臣  塩 崎 恭 久  様  
 国 土交 通 大 臣  太 田 昭 宏  様  
 

                      千葉県流山市議会 

 



発議第 １９ 号 

 

 

「安全保障法制案」の廃案を求める意見書について 

上記の議案を別紙のとおり、流山市議会会議規則第１４条第１項の規定

により提出します。 

平成２７年１０月６日提出 

         提出者 

流山市議会議員 乾 紳一郎 

 

 

 

賛成者 

流山市議会議員 植田 和子 

〃    徳増 記代子 

〃    小田桐 仙 

 

  



「安全保障法制案」の廃案を求める意見書 

 

安 倍 政 権 に よ る 「 安 全 保 障 法 制 案 」 の 衆 議 院 で の 強 行 採 決 は 、 大 変

遺 憾 で あ る 。 党 首 討 論 、 安 保 法 制 特 別 委 員 会 や 憲 法 審 査 会 で の 質 疑 、

参 考 人 質 疑 な ど を 通 じ て 浮 び 上 っ た の は 、「 安 全 保 障 法 制 案 」は 立 憲 主

義 を 否 定 す る「 憲 法 違 反 」の「 戦 争 法 案 」と し て の 姿 で あ る 。「 他 国 の

武 力 行 使 と 一 体 で な い 後 方 支 援 は 合 憲 」、「 攻 撃 に 反 撃 の た め の 『 武 器

の 使 用 』は 武 力 行 使 で は な い 」な ど の 主 張 は 、「 国 際 的 な 概 念 で は な い 」

と し て 、世 界 に は 通 用 し な い こ と を 自 ら 認 め る に 至 っ た 。ま た 、「 日 本

を 取 り 巻 く 安 全 保 障 環 境 が 根 本 的 に 変 容 し た 」 か ら 「 集 団 的 自 衛 権 は

認 め ら れ る 」と の 言 い 分 も 、「 根 本 的 に 変 容 し た 」内 容 を 問 わ れ 、具 体

的 事 例 を 示 せ な い な ど 、審 議 す れ ば す る ほ ど「 安 全 保 障 法 制 案 」の「 違

憲 性 」 と 法 案 提 出 根 拠 が 問 わ れ る も の と な っ て い る 。  

新 聞 各 社 の 世 論 調 査 で も 、 法 案 に 対 す る 「 反 対 」 意 見 が 半 数 を 超 え

て い る 。審 議 が 進 み 、「 火 災 の 消 火 」に 例 え た 意 味 不 明 の 説 明 や 、政 権

の 判 断 で 「 ど う に で も 拡 大 で き る 」 法 案 内 容 が 明 ら か に な る こ と で 、

国 民 の 怒 り と 危 機 感 は 強 ま る ば か り で あ る 。  

よ っ て 、本 市 議 会 は 国 に 対 し 、「 安 全 保 障 法 制 案 」の 廃 案 を 強 く 求 め

る も の で あ る 。  

以 上 、 地 方 自 治 法 第 ９ ９ 条 の 規 定 に よ り 意 見 書 を 提 出 す る 。  

 

平成２７年１０月６日 

 

衆議院議長  大島 理森 様 

参議院議長  山崎 正昭 様 

内閣総理大臣 安倍 晋三 様 

外務大臣   岸田 文雄 様  
防衛大臣   中谷 元 様  
総務大臣   高市 早苗 様  

 
                      千葉県流山市議会 

 



発議第 ２０ 号 

 

 

川内原発の稼働を停止し「原発ゼロの日本」を求める意見書につい

て 

上記の議案を別紙のとおり、流山市議会会議規則第１４条第１項の規定

により提出します。 

平成２７年１０月６日提出 

         提出者 

流山市議会議員 徳増 記代子 

 

 

 

賛成者 

流山市議会議員 植田 和子 

〃    小田桐 仙 

〃    乾 紳一郎 

 

 

  



川内原発の稼働を停止し「原発ゼロの日本」を求める意見書 

 

安 倍 政 権 は 、 ま た も 国 民 多 数 の 民 意 を 踏 み に じ り 、 九 州 電 力 川 内 原 発

１ 号 機の 再 稼 動 を 強 行し た こ と は 、 断じ て 許 さ れ る もの で は な い 。  
東 京 電 力 福 島 原 発 事 故 に よ っ て 、 多 く の 国 民 は 「 原 発 は 人 類 と 共 存 で

き な い 」 こ と を 知 っ た の で あ る 。 ひ と た び 大 事 故 が 起 き れ ば 、 空 間 的 に

も 時 間 的 に も 被 害 を 制 御 で き ず 、 膨 大 な 費 用 が 必 要 に な る こ と 。 使 用 済

み 核 燃 料 の 処 分 方 法 が 確 立 さ れ な い も と で 、 核 の 廃 棄 物 が 増 加 し 続 け る

避 け られ な い 現 実 が ある 。  
こ れ ま で 、 政 府 や 電 力 会 社 は 「 最 高 水 準 の 技 術 で 事 故 は 未 然 に 防 止 で

き る 」 と の 「 安 全 神 話 」 を 振 り ま き 、 利 益 を 優 先 さ せ 必 要 な 安 全 対 策 を

放 置 して き た こ と が 、深 刻 な 事 故 を 引き 起 こ し た の であ る 。  
福 島 原 発 事 故 は 、 い ま だ 収 束 で き ず に い る 。 正 確 な 原 因 の 究 明 、 原 子

炉 の 実 態 掌 握 、 汚 染 水 対 策 な ど 解 決 す べ き 課 題 が 多 く 残 さ れ て い る 。 い

ま も 約１ ２ 万 人 が 避 難生 活 を 余 儀 な くさ れ て い る 。こ れ ら に 目 を つ む り、

「 新 規 制 基 準 に 適 合 」 し た か ら と 再 稼 動 を 進 め る こ と は 、 新 た な 「 安 全

神 話 」 の 復 活 で あ り 、 絶 対 に 認 め る こ と は で き な い 。 し か も 、 川 内 原 発

で は 、 火 山 学 会 が 大 規 模 火 山 は 「 予 知 で き な い 」 と さ れ て い る に も か か

わ ら ず 、 九 州 電 力 は 「 予 知 で き る 」 と し て 火 山 の 危 険 を 過 小 評 価 し 、 住

民 避 難 の 計 画 や 体 制 が 不 十 分 な ま ま 再 稼 動 を 強 行 し た こ と は 、 福 島 の 教

訓 を 忘れ た 暴 挙 と 言 わざ る を 得 な い もの で あ る 。  
原 発 が 稼 働 し て い な く て も 、 日 本 の 電 力 は 足 り て い る の は 明 白 な 事 実

で あ る 。 さ ら な る 省 エ ネ の 徹 底 と 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 計 画 的 か つ 大 量

導 入 で、「 原発 ゼ ロ の 日本 」を 実 現 す る こと こ そ 、日 本 社 会と 経 済 の 持 続

可 能 な発 展 が あ る 。  
よ っ て 、 本 市 議 会 は 国 に 対 し 、 川 内 原 発 の 稼 動 を 停 止 し 「 原 発 ゼ ロ の

日 本 」を め ざ す よ う 強く 求 め る も の であ る 。  
以 上 、地 方 自 治 法 第 ９９ 条 の 規 定 に より 意 見 書 を 提 出す る 。  

  

平成２７年１０月６日 

 

衆議院議長  大島 理森 様 

参議院議長  山崎 正昭 様 

内閣総理大臣 安倍 晋三 様 

環境大臣   望月 義夫 様  
 

                      千葉県流山市議会 

 

  



発議第 ２１ 号 

 

 

ＴＰＰ協定交渉における国会決議の遵守を求める意見書について 

上記の議案を別紙のとおり、流山市議会会議規則第１４条第１項の規定

により提出します。 

平成２７年１０月６日提出 

         提出者 

流山市議会議員 小田桐 仙 

 

 

 

賛成者 

流山市議会議員 植田 和子 

〃    徳増 記代子 

〃    乾 紳一郎 

  



ＴＰＰ協定交渉における国会決議の遵守を求める意見書 

 

環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）協定交渉について、交渉内容が日

本国内でいまだ判然としない。にもかかわらず、政府が求める協定妥結は、

我が国の農林水産業や農山漁村に深刻な打撃を与え、食料自給率の低下や

地域経済・社会の崩壊を招くと強い懸念が広がっている。景観を保ち、国

土を保全する多面的機能も維持できなくなるおそれがあることを政府は決

して軽視してはならない。  
さらに、ＴＰＰ協定は、食品の安全、医療、保険、薬品、労働環境、公

共事業など国民生活の全面にわたって深く影響することから、拙速な判断

が国民の利益を損ないかねない。  
よって、政府においては、今後のあるべき農業の姿、構築すべき日本の

農業の形を再確認し、米、麦、牛肉・豚肉、乳製品、甘味資源作物の農林

水産分野の重要５品目の聖域確保や食の安全・安心など、平成２５年４月

の衆参両院の農林水産委員会決議の内容を必ず実現させることを強く求め、

地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。  
 
平成２７年１０月６日  

 

衆 議 院 議 長  大島 理森 様 

参 議 院 議 長  山崎 正昭 様 

内 閣 総 理 大 臣  安倍 晋三 様 

総 務 大 臣  高市 早苗 様 

外 務 大 臣  岸田 文雄 様 

財 務 大 臣  麻生 太郎 様 

厚 生 労 働 大 臣  塩崎 恭久 様 

農 林 水 産 大 臣  林 芳正 様 

経 済 産 業 大 臣  宮沢 洋一 様 

内閣府特命担当大臣  甘利 明 様 
（経済再生担当） 

内 閣 官 房 長 官  菅 義偉 様 

  

千葉県流山市議会  

 

  



発議第 ２２ 号 

 

 

ヘイトスピーチ（憎悪表現）に反対しその根絶のため法規制を求め

る意見書について 

上記の議案を別紙のとおり、流山市議会会議規則第１４条第１項の規定

により提出します。 

平成２７年１０月６日提出 

         提出者 

流山市議会議員 植田 和子 

 

 

 

賛成者 

流山市議会議員 徳増 記代子 

〃    小田桐 仙 

〃    乾 紳一郎 

 

 

  



ヘイトスピーチ（憎悪表現）に反対しその根絶のため法規制を求める意見書 

 

特 定 の 人 種 や 民 族 、 宗 教 な ど の 少 数 者 に 対 し て 、 暴 力 や 差 別 を あ お っ

た り 、 お と し め た り す る 侮 蔑 的 な 表 現 、 い わ ゆ る ヘ イ ト ス ピ ー チ は 、 歴

史 的 経 緯 や 難 民 受 け 入 れ 等 を 巡 り 、 各 国 で お こ っ て お り 、 対 立 の 深 刻 化

や 差 別 的 憎 悪 表 現 の エ ス カ レ ー ト 、 犯 罪 行 為 な ど 、 世 界 的 に 懸 念 が 強 ま

っ て いる 。  
そ ん な 中 で 、 国 連 人 種 差 別 撤 廃 委 員 会 が 昨 年 ８ 月 ２ ９ 日 、 日 本 政 府 に

対 し て 、 い わ ゆ る ヘ イ ト ス ピ ー チ 問 題 に 「 毅 然 と 対 処 」 し 、 法 律 で 規 制

す る よう 勧 告 す る 「 最終 見 解 」 を 公 表し た 。   
最 終 見 解 で は 、 ヘ イ ト ス ピ ー チ を 規 制 す る た め の 措 置 が 、 抗 議 す る 権

利 を 奪う 口 実 に な っ ては な ら な い こ とを 前 提 と し、「 社 会的 弱 者 が ヘ イト

ス ピ ー チ か ら 身 を 守 る 権 利 」 を 再 認 識 す る よ う 指 摘 し た 。 ま た 、 憎 悪 及

び 人 種 差 別 の 表 明 や デ モ ・ 集 会 に お け る 差 別 的 暴 力 に 断 固 と し て 対 処 す

る こ と や 、 メ デ ィ ア に お け る ヘ イ ト ス ピ ー チ と 闘 う た め 適 切 な 手 段 を と

る こ と 、 そ う し た 行 為 に つ い て 責 任 の あ る 個 人 ・ 団 体 を 捜 査 ・ 起 訴 し た

り 、 ヘ イ ト ス ピ ー チ を す る 政 治 家 ・ 公 人 に 制 裁 措 置 を と る こ と な ど を 、

政 府 に勧 告 し て い る 。   
よ っ て 、 国 に お か れ て は 、 人 種 差 別 撤 廃 委 員 会 の 勧 告 を 誠 実 に 受 け 、

適 切 な 措 置 を 図 れ る よ う 、 実 効 性 あ る 対 策 を 早 急 に 講 じ る こ と を 強 く 求

め る もの で あ る 。  
以 上 、地 方 自 治 法 第 ９９ 条 の 規 定 に より 意 見 書 を 提 出す る 。  

 

平成２７年１０月６日 

 

衆議院議長  大島 理森 様 

参議院議長  山崎 正昭 様 

内閣総理大臣 安倍 晋三 様 

内閣官房長官 菅 義偉 様  
法務大臣   上川 陽子 様  

 

                      千葉県流山市議会 

 



発議第 ２３ 号 

 

 

取り調べの可視化実現を求める意見書について 

上記の議案を別紙のとおり、流山市議会会議規則第１４条第１項の規定

により提出します。 

平成２７年１０月６日提出 

         提出者 

流山市議会議員 植田 和子 

 

 

 

賛成者 

流山市議会議員 徳増 記代子 

〃    小田桐 仙 

〃    乾 紳一郎 

 

  



取り調べの可視化実現を求める意見書 

 

本 市 内 で の 事 件 も 含 め 、 近 年 、 捜 査 機 関 に よ る 密 室 で の 違 法 ・ 不 当

な 取 り 調 べ や 、 虚 偽 の 自 白 強 要 、 証 拠 の 改 ざ ん な ど に よ る 冤 罪 事 件 が

明 ら か に な っ た 。  

冤 罪 事 件 を 防 ぐ た め に は 、 取 り 調 べ の 可 視 化 （ 取 り 調 べ の 全 過 程 の

録 画 ・ 録 音 ） が 必 要 不 可 欠 で あ り 、 ア メ リ カ の 多 く の 州 、 イ ギ リ ス 、

フ ラ ン ス 、 イ タ リ ア 、 オ ー ス ト ラ リ ア 、 香 港 、 台 湾 、 韓 国 な ど で 導 入

さ れ て い る よ う に 、 世 界 の 流 れ で あ る 。  

取 り 調 べ の 可 視 化 に よ り 、 密 室 で の 取 り 調 べ に 伴 っ て 発 生 す る 捜 査

官 の 暴 行 ・ 脅 迫 ・ 利 益 誘 導 等 に よ る 自 白 強 要 や 虚 偽 自 白 を 防 止 す る こ

と も で き る 。 ま た 、 裁 判 員 制 度 が 導 入 さ れ た 今 日 、 裁 判 で 供 述 調 書 の

任 意 性 や 信 用 性 が 争 わ れ た よ う な 場 合 で も 、 取 り 調 べ の 状 況 が 検 証 可

能 と な り 、 こ れ に よ り 裁 判 員 ・ 裁 判 官 が 供 述 調 書 の 任 意 性 や 信 用 性 の

判 断 を 容 易 に 、 か つ 正 確 に な し 得 る よ う に な る 。  

よ っ て 、 国 に お か れ て は 、 法 務 省 が 設 置 し た 法 制 審 議 会 「 新 時 代 の

刑 事 司 法 制 度 特 別 部 会 」 の 趣 旨 を 踏 ま え 、 十 分 に 議 論 検 討 さ れ る 過 程

を 経 た 上 で 、 取 り 調 べ の 全 面 可 視 化 を 制 度 化 し 、 実 現 す る よ う 強 く 要

望 す る 。  

以 上 、 地 方 自 治 法 第 ９ ９ 条 の 規 定 に よ り 意 見 書 を 提 出 す る 。  
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